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１．小平市の行政評価 

小平市自治基本条例第 29 条第 1 項において、「執行機関は、効率的かつ効果的に市政を運営

するため、その取組を評価し、及び検証し、その結果を公表するものとする。」と規定されてい

ます。 

小平市では、平成 19年度（平成 18 年度事業分）に事務事業評価を実施し、平成 20 年度（平

成 19年度事業分）からは事務事業評価に加え施策評価を実施し、現在に至っています。 

 

 

２．政策、施策、事務事業の関係 

「政策」とは行政の大局的な目的や方向性を示すもの、「施策」とは政策実現に向けた具体的

な状況を示すもの、「事務事業」とは施策目的を達成するために行政が行う個別の取組です。す

なわち、施策は政策を達成させるための手段であり、事務事業は施策を達成させるための手段

ということになります。 

 

 

３．施策評価について 

（１）施策評価の目的 

施策評価は事務事業の目標達成度、施策全体への貢献度や施策内の事業バランス（過不足）

を把握することで、事業の再編や重点化に役立てます。これは、Plan(企画)、Do(実施)、

Check(評価)、Action(企画立案への反映)という施策のマネジメント・サイクルの働きとして

考えることができます。 

 

 

（２）施策評価の対象 

施策は政策を実現するための方策です。小平市の場合、「こだいら 21 世紀構想（小平市第

三次長期総合計画基本構想）」に示されている施策体系の“中項目”を施策評価の対象として

います。ただし、次世代育成、健康福祉、教育、生涯学習、産業の分野は“小項目”を対象

に評価を行っています。 

ＤＯ

（実施）

ＣＨＥＣＫ

（評価）

ＡＣＴＩＯＮ

（企画立案への反映）

ＰＬＡＮ

（企画）
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（３）施策評価の対象期間 

小平市では、平成 18 年度から令和 2 年度までの 15 年間の総合計画として基本構想を策定

し、これに基づき、10 年間の前期基本計画と、毎年度ローリング方式で見直していく 3年間

の実施計画を策定し、計画的な行政運営を進めてきました。 

平成 25 年度からは、より実効性の高い計画行政を進めていくため、向こう 4年間を目標年

度とした「中期的な施策の取組方針・実行プログラム」を策定し、毎年度、見直しをしてい

ます。施策評価はこれと合わせて、平成 29 年度から令和 2年度までの 4年間を対象として行

います。 

 

 

４．事務事業評価について 

（１）事務事業評価の目的 

事務事業評価は、事業の必要性や目的を明確にしたうえで、活動結果やコストなど実績

数値から求められた結果を評価することで、自らの課題の改善につなげるとともに、行政

活動の透明性の確保を図ることを目的として実施します。 

事務事業評価票では、以下のようなポイントが確認できます。 

ⅰ）事業の目的〔ねらいは何か〕  

ⅱ）事業のコスト〔どれだけのコストがかかっているか。人件費も含めて算出〕 

ⅲ）事業目的を達成するために行政は何を行っているか〔事業の手法は妥当か〕 

ⅳ）事業目的が達成されているかどうか〔どのような成果があったか〕 

ⅴ）活動や成果に対するコストは適正か〔費用対効果は適正か〕 

 

（２）事務事業評価の対象 

小平市の行政評価における“事務事業”は、原則として、予算に計上されている事業単

位で、全ての予算事業が事務事業評価の対象ですが、議決機関である議会の運営費や複数

の事業の庶務的経費を集めている「○○課の運営費」などは、評価の対象から除外してい

ます。また、令和元年度から公営企業会計に移行した下水道事業会計については、事業単

位で予算を編成していないことから、評価の対象から除外しています。 

 

（３）事務事業評価票の記載について 

小平市の事務事業評価は、客観的なデータに絞り込んだ“実績測定”の視点でつくられ

ています。また、事務事業は多種多様であり、事業によっては、目標値を事前に定めるこ

とができないものなどがあります。このようなものについては、空欄としていることがあ

ります。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

1年間 1年間

実施計画3年間

実施計画3年間  〃   2年間  〃   2年間

実施計画3年間

実施計画3年間

実施計画3年間

基本構想15年間

前期基本計画

実施計画3年間 取組方針・実行プログラム4年間 取組方針・実行プログラム4年間

実施計画3年間 　　〃　   　3年間 　　〃　   　3年間
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５．施策評価票の様式について 

施策評価票は、次のとおり構成されています。 

 

1 2 3 4 5

総コスト計

　　事業費

　　人件費

65 67 69 71

1,400 1,400 1,400 70

72

101.4%

施
策
の
方
向
性

◆市民の防犯意識の向上のため、特殊詐欺被害防止キャンペーンや自動通話録音機貸与事業を引き続き実施していきます。

◆自治会等の地域団体に対し、街頭防犯カメラ設置等の補助制度について周知を行うなど、引き続き街頭防犯カメラ等の普及に努めていきます。

◆「小平市空き家等対策計画」に基づき、空き家等セミナー・個別相談会を引き続き実施していくほか、空き家化の予防や空き家等の適正管理の重要性につい

て周知・啓発を行う総合的な案内パンフレットを作成するなど、より実効性の高い空き家等対策を実施していきます。

◆自主防災組織が未結成である自治会等に対する啓発を実施し、組織数の増加を引き続き図ります。また、既存組織についても、組織の活性化や組織間の連

携を図れるような事業を引き続き実施していきます。

◆市や防災関係機関で保有する資機材だけでは、災害時に救護・救援活動をするための必要量を確保することは困難であることから、資機材等を計画的に増

やしたり、災害時応援協定等により、それらを調達する手段を確保していきます。

◆令和元年7月に「東京都地域防災計画」が修正されたことを踏まえ、「小平市地域防災計画」についても修正します。

◆引き続き、「小平市地域防災計画」に基づき、より実効性の高い災害対策事業を実施していきます。

13 本 改善 0 本 縮小 1 本

施策の方向性（ACTION)
事務事業
の動向

拡大 2 本 維持 廃止 0 本

52,567 45,851 53,307 48,812

施策の成果についての総括（CHECK)

51,731

成
果

◆市内金融機関、防犯協会、警察と連携し、特殊詐欺被害防止キャンペーンを実施しました。また、オレオレ詐欺などの特殊詐欺被害を未然に防止するため、

自動通話録音機貸与事業を実施しました。

◆地域団体に対して、地域における見守り活動支援事業補助金を交付し、防犯カメラ5台の整備支援を行いました。

◆自主防災組織が順調に増えており、地域で助け合う共助の意識の向上について一定の成果が見られました。

◆「小平市空き家等対策計画」に基づき、空き家等セミナー・個別相談会を開催しました。

◆小平市総合防災訓練を毎年1回実施しており、市民及び地域の防災意識等の高揚並びに職員の初動対応能力の向上について一定の成果が見られました。

◆災害時応援協定の見直し及び新規締結を行い、関係機関、民間事業者等との多様な連携体制の強化について一定の成果が見られました。

◆被害想定に対応した備蓄を行ったことにより、防災体制の強化・充実について一定の成果が見られました。

課
題

◆複雑、組織化に加え凶悪化、巧妙化するトラブルや犯罪に市民が巻き込まれないために、より効果のある防犯啓発事業等を行っていくことが必

要であると考えられます。

◆今後、空き家の増加が予想されることから、空き家化の予防、空き家の適正管理及び利活用等の普及啓発のため空き家等セミナー・個別相談

会を引き続き開催するほか、その他の手法について検討する必要があります。

◆市民・事業者・行政がそれぞれの立場で必要な役割を果たし、相互に協力して非常事態を克服する諸体制を整備するため、市民の自助能力及

び共助能力を高めることが重要とされており、また、市として地震に対する備えを進めるとともに、消防署、消防団など関係機関や民間事業者など

との多様な連携体制の強化が引き続き求められています。

◆平成28年4月の熊本地震などの近年発生した大地震等の教訓を踏まえ、市としての危機対応力を更に向上していく必要があります。

目 標 達 成 度 合 い 達成 理由
自主防災組織の組織数が増え、地域で助け合う共助の意識の向上が図られたこと

から、達成と評価しました。

117.5% 120.0% 116.7% 122.1%

施

策

内

事

業

の

集

計

単位
基準年度

平成28年度
平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 2,233,909 2,203,386 2,203,440

令和２年度

千円 2,286,476 2,249,237 2,256,747 2,321,139 2,354,882

2,272,327 2,303,151

千円

④
被害想定に対応した備蓄
品の充足率

目標 ％ －

③

実績 ％ 30

達成率 ％ －

実績 件 4

達成率 ％ －

86

133.3% 100.0% 233.3%

47 60 70

1,528 1,393 1,836 99

3 3 3 3

40 50 60 70

7

166.7%

5 4 3

141.4%

66 70 70

進捗率 ％ － 93.0% 98.6% 98.6%

達成率 ％ － 109.1% 99.5% 131.1%

令和元年度 令和２年度

施策の展開

＜長期総合計画Ｐ14＞

成
果
指
標

① 自主防災組織の組織数

目標 組織 －

② 総合防災訓練参加人数

目標 人

実績 組織 63

－

実績 人 1,475

災害時応援協定の見直し
又は新規締結件数

目標 件 －

 施策の概要（PLAN) 主管課 防災危機管理課

長期総合計画の体系 安全・安心で、いきいきとしたまちをめざして
関係課

地域安全課、生活支援課、高齢者支援課、
障がい者支援課、建築指導課2 安全で安心できるまちをめざす№　施策名

施策の分野 防犯 防災

　各関係機関・市民・行政が連携しそれぞれの役割を十分に果たすことにより、安全で安心できるまちの実現をめ
ざします。
　地域の市民・事業者を守るため、また少しでも災害を減らすために行政をはじめ市民・各関係機関が相互に協
力しあい、市民から信頼されるまちをめざします。

 施策の成果指標と実績（DO)

単位
基準年度

平成28年度
平成29年度 平成30年度
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*

*

高齢者支援課 *

*

生活支援課

10 地域安全課 防犯対策事業〔空き家等セミナ－・個別相談会〕 711 408 303

36

25

13

14

12

35

29

27

31

32

33

34

30

28

26

23

24

22

防災施設の維持管理事業

防災関係団体の育成事業

防災施設及び備蓄品の整備事業

3,782

4,992

2,496

「＊」印は、この施策が“ｻﾌﾞ施策”となっている事業（この施策に2次的に関与している事業）

11,345

人件費

（千円）

79,386 76,890

番号
総コスト

（千円）

事業費

（千円）
事業名担当課

防災危機管理課 防災体制の充実事業1

3

1,959,786

8,442

18,449 7,104

9,07661,619

31,965

令和２年度事務事業評価結果一覧

施策の

分野

2

2

2

令和３年度

の動向

拡大

維持

防災危機管理課

6 70,695消防団関係運営事業

2

2

2

378

維持

維持

147,743

3,451

防災危機管理課

151,524

378

維持

維持

維持

縮小

維持

維持

維持

5,294

1,959,408

生活支援課

3,782

耐震化促進事業

維持

5

4

防災危機管理課

常備消防に係る委託事業防災危機管理課

37,259消防施設の維持管理事業

地域安全課9 14,378

8 498

防災危機管理課

防災危機管理課7

水防用資材事業

2,303,151 51,7312,354,882合計

障がい者支援課

120

7,703

防災危機管理課

建築指導課 2,2699,972

避難行動要支援者避難支援体制の整備事業

15

建築指導課

11

2

2

2

0

防犯対策事業

耐震化促進事業〔特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業〕

6,739 1

拡大

社会を明るくする運動事業

7,639

3,782

1

2

2

2

2

1

37

2

維持

維持

維持

17

身体障がい者在宅支援事業

高齢者緊急通報システム事業

18

16

21

19

20
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６．施策評価票の各項目の見方 

（１）「施策の概要（PLAN）」について 

 

  

①「長期総合計画の体系」 

   評価を行う施策の属する小平市第三次長期総合計画・基本構想の大項目を記しています。 

 

＜小平市第三次長期総合計画・基本構想の大項目＞ 

   ・「安全・安心で、いきいきとしたまちをめざして －地域・安全・生活・文化－」 

   ・「快適で、ほんわかとするまちをめざして －緑・水・環境－」 

   ・「健康で、はつらつとしたまちをめざして －次世代育成・健康福祉・教育・生涯学習－」 

   ・「住みやすく、希望のあるまちをめざして －都市基盤・交通・産業－」 

   ・「健全で、進化するまちをめざして －地方自治・行財政－」 

   

②「NO. 施策名」 

評価を行う施策の施策 Noを記しています。施策の体系は 20ページを参照してください。 

 

③「主管課」「関係課」 

施策評価をとりまとめる課名を「主管課」欄に、施策下にある事業を所管する主管課以外の

課名を「関係課」欄に記しています。 

 

④「施策の分野」 

評価を行う施策が小平市第三次長期総合計画・基本構想の中項目に位置付けられているもの

ついては“小項目”を、健康福祉や教育など小項目を対象に評価を行うものは、個別計画など

に基づいて記しています。 

 

⑤「施策の展開」 

小平市第三次長期総合計画・基本構想 第 3章の「基本的な施策の体系（施策の大綱）」（P.14

～P.19）などに基づいて、評価する施策の展開について記しています。 

 

 

1 2 3 4 5

施策の展開

＜長期総合計画Ｐ14＞

 施策の概要（PLAN) 主管課 防災危機管理課

長期総合計画の体系 安全・安心で、いきいきとしたまちをめざして
関係課

地域安全課、生活支援課、高齢者支援課、
障がい者支援課、建築指導課2 安全で安心できるまちをめざす№　施策名

施策の分野 防犯 防災

　各関係機関・市民・行政が連携しそれぞれの役割を十分に果たすことにより、安全で安心できるまちの実現をめ
ざします。
　地域の市民・事業者を守るため、また少しでも災害を減らすために行政をはじめ市民・各関係機関が相互に協
力しあい、市民から信頼されるまちをめざします。

① 

② 

④ 

⑤ 

③ 
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（２）「施策の成果指標と実績（ＤＯ）」について 

ここでは、当該施策における主な成果の指標について、4年間の進捗状況を示しています。 

 

 

 

 

 

 

※注 抑制指標とは、「児童・生徒の不登校率」など実績値の低減を目指す指標をいいます。 

 

ⅰ）施策の成果指標 

成果を示す施策の「成果指標」は、原則として、主なものを 4つ設定し、平成 29 年度か

ら令和 2年度までの 4年間の目標と実施状況を示しています。 

成果指標は、単に事業活動の結果を示すものではなく、実施することによって生み出さ

れる成果を測るものです。 

 

投入(インプット) 執行過程(プロセス) 活動（アウトプット） 成果(アウトカム) 

・事業費 

・職員投入時間 
例）手話講習会の実施 

活動指標の例 

・講習会開催回数 

・講習会参加人数 

成果指標の例 

・資格取得者数 

・ボランティア登録者数 

 

65 67 69 71

1,400 1,400 1,400 70

72

101.4%

117.5% 120.0% 116.7% 122.1%

④
被害想定に対応した備蓄
品の充足率

目標 ％ －

③

実績 ％ 30

達成率 ％ －

実績 件 4

達成率 ％ －

86

133.3% 100.0% 233.3%

47 60 70

1,528 1,393 1,836 99

3 3 3 3

40 50 60 70

7

166.7%

5 4 3

141.4%

66 70 70

進捗率 ％ － 93.0% 98.6% 98.6%

達成率 ％ － 109.1% 99.5% 131.1%

令和元年度 令和２年度

成
果
指
標

① 自主防災組織の組織数

目標 組織 －

② 総合防災訓練参加人数

目標 人

実績 組織 63

－

実績 人 1,475

災害時応援協定の見直し
又は新規締結件数

目標 件 －

 施策の成果指標と実績（DO)

単位
基準年度

平成28年度
平成29年度 平成30年度

(a)進捗率 

年々増えていくような累積的な性質の指標であり、目標最終年度の目標値に対す

る進捗率を表示。 

※上の表の成果指標の① 

(b)達成率 

単年度ごとに０から積み上がる性質の指標。 

※上の表の成果指標の②、③、④ 

 

目標最終年度の目標値に対する進捗率・達成率を表示。 

抑制指標のときは、ここに「抑」と表示。注参照。 

④ 
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ⅱ）目標と実績 

目標値は「新 中期的な施策の取組方針・実行プログラム」や各分野で策定している個別

計画などに基づいて設定しています。 

実績値は、平成 28 年度を基準年度として令和 2年度までの年度末時点のものを記してい

ます。 

 

ⅲ）進捗率（％） 

進捗率は、次のとおり記しています。 

a）原則として、令和 2年度の目標値に対する進捗状況を示しています。 

b）上記の a）の方法で算出することが適切でない場合には、「進捗率」を「達成率」と

したうえで、事業実施年度ごとの目標値に対する達成状況を示しています。 

 

 

（３）「施策内事業の集計」について 

 

この施策を構成する事務事業にかかったコストを示しています。サブ施策は事業費に含

めていません。なお、千円未満を四捨五入したうえで千円単位で表示をしているため、事

業費・人件費の合計額が総コスト計と一致しないことがあります。 

 

 

（４）「施策の成果についての総括（ＣＨＥＣＫ）」について 

 

 

 

 

総コスト計

　　事業費

　　人件費 52,567 45,851 53,307 48,812 51,731

施

策

内

事

業

の

集

計

単位
基準年度

平成28年度
平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 2,233,909 2,203,386 2,203,440

令和２年度

千円 2,286,476 2,249,237 2,256,747 2,321,139 2,354,882

2,272,327 2,303,151

千円

施策の成果についての総括（CHECK)

成
果

◆市内金融機関、防犯協会、警察と連携し、特殊詐欺被害防止キャンペーンを実施しました。また、オレオレ詐欺などの特殊詐欺被害を未然に防止するため、

自動通話録音機貸与事業を実施しました。

◆地域団体に対して、地域における見守り活動支援事業補助金を交付し、防犯カメラ5台の整備支援を行いました。

◆自主防災組織が順調に増えており、地域で助け合う共助の意識の向上について一定の成果が見られました。

◆「小平市空き家等対策計画」に基づき、空き家等セミナー・個別相談会を開催しました。

◆小平市総合防災訓練を毎年1回実施しており、市民及び地域の防災意識等の高揚並びに職員の初動対応能力の向上について一定の成果が見られました。

◆災害時応援協定の見直し及び新規締結を行い、関係機関、民間事業者等との多様な連携体制の強化について一定の成果が見られました。

◆被害想定に対応した備蓄を行ったことにより、防災体制の強化・充実について一定の成果が見られました。

課
題

◆複雑、組織化に加え凶悪化、巧妙化するトラブルや犯罪に市民が巻き込まれないために、より効果のある防犯啓発事業等を行っていくことが必

要であると考えられます。

◆今後、空き家の増加が予想されることから、空き家化の予防、空き家の適正管理及び利活用等の普及啓発のため空き家等セミナー・個別相談

会を引き続き開催するほか、その他の手法について検討する必要があります。

◆市民・事業者・行政がそれぞれの立場で必要な役割を果たし、相互に協力して非常事態を克服する諸体制を整備するため、市民の自助能力及

び共助能力を高めることが重要とされており、また、市として地震に対する備えを進めるとともに、消防署、消防団など関係機関や民間事業者など

との多様な連携体制の強化が引き続き求められています。

◆平成28年4月の熊本地震などの近年発生した大地震等の教訓を踏まえ、市としての危機対応力を更に向上していく必要があります。

目 標 達 成 度 合 い 達成 理由
自主防災組織の組織数が増え、地域で助け合う共助の意識の向上が図られたこと

から、達成と評価しました。

① ② ③ 

④ 
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①「目標達成度合い」 

令和 2 年度の目標に対する達成状況を測り、成果指標の達成度合いを施策全体で捉えて 4

段階で評価をします。 

 

＜令和 2年度（最終年度）の評価基準＞ 

評価 説明 参考基準※ 

達    成 
施策の目標をすべて又はそれを上回る実績（成

果）をあげた。 
成果指標の全てを達成 

おおむね達成 施策の目標に対して適切に実績（成果）をあげた。 
成果指標の半数以上を 

達成 

一 部 達 成 施策の目標に対して実績（成果）を一部あげた。 
成果指標の半数未満を 

達成 

未  達  成 施策の目標に対して実績（成果）をあげていない。 
成果指標の全てを未達

成 

※評価の基準は参考基準のため、このとおりでない場合も可としています。 

 

  ＜参考：平成 29 年度～令和元年度の評価基準＞ 

 評 価 説 明 

順調に成果が上がっている 
目標達成に向けた取組や今後の施策展開などが大変評価で

きる。 

一定の成果が上がっている 
目標達成に向けた取組や今後の施策展開が適切に行われて

いる。 

一部の成果が上がっている 
目標達成に向けた取組や今後の施策展開が適切に行われて

いるものの、いくつかの課題、改善の余地が見受けられる。 

見込んだ成果が上がっていない 
施策達成に向けた取組や今後の施策展開が不十分であり、 

改善の余地を多く残している 

 

②「理由」 

「目標達成度合い」の欄に、該当項目を選択した理由を記しています。 

 

③「成果」 

成果指標を掲げた事業を中心に、事務事業実施の成果を記しています。 

 

④「課題」 

施策を展開するうえでの課題について、目標達成度、事業のバランス、ニーズの動向、法・

制度・個別計画等改正の状況、他団体の動向などの観点を踏まえて記しています。 



10 

 

（５）「施策の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）」について 

令和 2年度末時点を基準とした、今後の施策の方向性を記しています。 

 

 
 

 

① 事務事業の動向 

評価する施策に属する事務事業について、「拡大」「維持」「改善」「縮小」「廃止」の別

に事業数を入力します。（６）の令和2年度事務事業評価結果一覧の「令和3年度の動向」から

集計しています。 

 

② 施策の方向性 

「第1期中期実行プラン」や個別計画、並びに施策評価票の「成果」や「課題」などに基づき、

施策の方向性を記しています。 

 

（６）令和 2年度事務事業評価結果一覧について 

評価する施策に属する令和 2年度に実施した事務事業の一覧です。 

 

（途中略）                   （途中略）    （途中略） 

 

施
策
の
方
向
性

◆市民の防犯意識の向上のため、特殊詐欺被害防止キャンペーンや自動通話録音機貸与事業を引き続き実施していきます。

◆自治会等の地域団体に対し、街頭防犯カメラ設置等の補助制度について周知を行うなど、引き続き街頭防犯カメラ等の普及に努めていきます。

◆「小平市空き家等対策計画」に基づき、空き家等セミナー・個別相談会を引き続き実施していくほか、空き家化の予防や空き家等の適正管理の重要性につい

て周知・啓発を行う総合的な案内パンフレットを作成するなど、より実効性の高い空き家等対策を実施していきます。

◆自主防災組織が未結成である自治会等に対する啓発を実施し、組織数の増加を引き続き図ります。また、既存組織についても、組織の活性化や組織間の連

携を図れるような事業を引き続き実施していきます。

◆市や防災関係機関で保有する資機材だけでは、災害時に救護・救援活動をするための必要量を確保することは困難であることから、資機材等を計画的に増

やしたり、災害時応援協定等により、それらを調達する手段を確保していきます。

◆令和元年7月に「東京都地域防災計画」が修正されたことを踏まえ、「小平市地域防災計画」についても修正します。

◆引き続き、「小平市地域防災計画」に基づき、より実効性の高い災害対策事業を実施していきます。

13 本 改善 0 本 縮小 1 本

施策の方向性（ACTION)
事務事業
の動向

拡大 2 本 維持 廃止 0 本

*

*

高齢者支援課 *

*

生活支援課

10 地域安全課 防犯対策事業〔空き家等セミナ－・個別相談会〕 711 408 303

13

14

12

防災施設の維持管理事業

防災関係団体の育成事業

防災施設及び備蓄品の整備事業

3,782

4,992

2,496

「＊」印は、この施策が“ｻﾌﾞ施策”となっている事業（この施策に2次的に関与している事業）

11,345

人件費
（千円）

79,386 76,890

番号
総コスト
（千円）

事業費
（千円）

事業名担当課

防災危機管理課 防災体制の充実事業1

3

1,959,786

8,442

18,449 7,104

9,07661,619

31,965

令和２年度事務事業評価結果一覧

施策の
分野

2

2

2

令和３年度

の動向

拡大

維持

防災危機管理課

6 70,695消防団関係運営事業

2

2

2

378

維持

維持

147,743

3,451

防災危機管理課

151,524

378

維持

維持

維持

縮小

維持

維持

維持

5,294

1,959,408

生活支援課

3,782

耐震化促進事業

維持

5

4

防災危機管理課

常備消防に係る委託事業防災危機管理課

37,259消防施設の維持管理事業

地域安全課9 14,378

8 498

防災危機管理課

防災危機管理課7

水防用資材事業

障がい者支援課

120

7,703

防災危機管理課

建築指導課 2,2699,972

避難行動要支援者避難支援体制の整備事業

15

建築指導課

11

2

2

2

0

防犯対策事業

耐震化促進事業〔特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業〕

6,739 1

拡大

社会を明るくする運動事業

7,639

3,782

1

2

2

2

2

1

2

維持

維持

維持

身体障がい者在宅支援事業

高齢者緊急通報システム事業

16

2,272,327 48,8122,321,139合計

① 

② 

サ
ブ
施
策
は
「
＊
」
と
表
示
。 

施
策
の
分
野
は
(1)
の
④
を
参
照
。 

サ
ブ
施
策
の
費
用
は
含
ま
ず
表
示
。 
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７．事務事業評価票の様式について 

事務事業評価票は、次のとおり構成されています。 

 

 

８．事務事業評価票の各項目の見方  

（１）「事務事業コード」「会計」「予算科目」「事業名」及びサブ施策に関する表記について 

 
 

    

 

 

①「事務事業コード」 

令和 2 年度各会計予算書の事業コード（6 桁）を示しています。１つの事務事業を複数に

分けて評価を行っているときは、事業コードの後に「-1」「-2」と枝番を付けています。 

 

②「会計」 

各事務事業が属している会計を「一般」「国保」「介護」「後期」の中から選択して表記して

います。 

 

③ 「予算科目」 

当該事務事業の予算科目を記しています。一般会計の「2款 １項 9目」に属する事務事業

の場合、「2-1-9」と表記しています。 

 

④「事業名」 

令和 2 年度における予算事業の名称が書かれています。なお、事務事業を複数に分けて評

価を行っているときは、予算事業の名称に続いて、〔 〕書きで分割後の名称を記しています。 

 

⑤「メイン」「サブ」の表記 

事務事業によっては、複数の施策に該当するものがあり、この場合、主に該当する施策を

「メイン施策」、主な目的ではないものの施策として一定程度の効果があるものを「サブ施策」

として各々評価しています。 

会計 一般

58 63 61

件

* 123 * 126 * 127

0.66 0.00 0.66 0.00

変わらず

108.6%

おおむね達成

職員・再任用（人） 0.66

補助金

交付件数4,012 3,261

4,941

目的

0
②

単位あたり

コスト

事業名

経
費

事業費

人件費

活動指標
活動単位コスト

国都支出金

総コスト（千円） 8,953 8,287

5,026

3,451

自主防災組織(地域住民が自主的な防災活動を行う組織)等

千円
財
源

3

事務事業コード 022706 予算科目

防災危機管理課

96.8%

〔実施の根拠〕 〔主体の多様性〕事業開始年度 昭和59年度

1.0%

一般財源

300 増減率 － 2.3%

0 0

その他 500 0

8,2878,453
維持

0.00

効率性

対象数

自主防災組織の資器材の整備費用等に対する補助金を60件交付した。
地域防災計画修正に伴う地域懇談会を実施したほか、一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニ
ティ助成事業を活用して、申請のあった自主防災組織に対し、発電機等の購入のための助成を行った。

4,992 （単位） 98.4%

実績値 63 61 60
①

8,142 令和３年度の

予算・事業

72組織

評価財務内容 H30年度 R1年度 R2年度 H30年度 R1年度 R2年度

〔実施の形態〕 直営 法（義務あり）

2-1-9

担当課

自主防災組織等における防災に係る知識や技術の習得と、救助資器材・食糧等の備蓄の促進

令和２年度
の事業内容

対象

市のみ実施

目標値

達成率

8,442

防災関係団体の育成事業 *メイン（サブ施策は№1)

会計 一般事務事業コード 022706 予算科目 2-1-9 事業名 防災関係団体の育成事業 *メイン（サブ施策は№1)

①              ②       ③      ④               ⑤ 
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事務事業にサブ施策が設定されているとき、メイン施策の事務事業評価票には「※メイン

（サブ施策は No.○）」と、サブ施策の評価票には「※サブ（メイン施策は No.△）」と表示し

ています。 

 

（２）「担当課」「事業開始年度」「実施の形態」「実施の根拠」「主体の多様性」について 

 
 

 

 

 

①「担当課」 

事務事業の担当課名を記しています。 

  

②「事業開始年度」 

事務事業を開始した年度を記しています。 

 

③「実施の形態」 

「実施の形態」は、次の基準によって表記しています。 

区分 区分の基準 備考 

直営 小平市が直接実施しているもの  

委託 
外部への委託により実施しているもの

（一部委託を含む） 

印刷物の印刷製本委託など、事業の主要部分に

関わらない一部の業務委託は含みません。 

補助 
補助金を交付することが主要な内容と

なっている事業 

「令和 2 年度の事業内容」欄に、補助の内容を
記入しています。 
例）「防犯等維持管理費補助として○○灯分の費

用を自治会に対して交付」 

その他 上記のいずれにもあてはまらないもの 指定管理者制度 など 

 

④「実施の根拠」 

「実施の根拠」は、次の基準によって表記しています。 

区分 区分の基準 

法（義務あり） 実施の根拠が法律で、かつ、市が実施することを法律が義務づけている。 

法（義務なし） 実施の根拠は法律であるが、市に実施義務がない。 

都条例（義務あり） 実施の根拠が都条例で、かつ、市が実施することを都条例が義務づけている。 

都条例（義務なし） 実施の根拠は都条例であるが、市に実施義務がない。 

市条例 実施の根拠が市条例である。 

市要綱等 実施の根拠が市要綱等である。 

その他 上記以外 

法（義務あり）担当課 防災危機管理課 〔主体の多様性〕事業開始年度 昭和59年度 市のみ実施〔実施の形態〕 直営 〔実施の根拠〕

①                ②            ③       ④             ⑤ 
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⑤「主体の多様性」について 

「主体の多様性」は、次の基準で表記しています。民間の実施は有料・無料を問いません。 

区分 説明 

市のみ実施 市町村のみ実施している事業 

国・都でも実施 国や都道府県でも同様の事業を実施している事業 

民間でも実施 民間でも同様の事業を実施している事業 

 

 

（３）「目的」「対象」「対象数」「令和 2年度の事業内容」について 

 

 

 

①「目的」 

事務事業の実施の目的を記しています。 

 

②「対象」 

当該事務事業がどのような人・モノを対象にしているのか、そのサービスによって効果・

影響を受けることができる人・モノの範囲を示しています。 

 

③「対象数」 

「対象」がどの程度存在しているか、サービスを受けることのできる対象範囲を示してい

ます。事務事業の対象を「市民」とした場合、原則として、令和 3 年 4 月 1 日現在の住民基

本台帳上の数値を用いています。 

 

＜令和 2年度事務事業評価における「市民」の数＞ 

住基人口 195,207 人 世帯数 

 男 95,804 人 
93,654 世帯 

 女 99,403 人 

 

④「令和 2年度の事業内容」 

令和 2 年度に行った事業内容について、実施の方法、実施の体制、作業量、活動結果、事

務事業の成果を記しています。 

 

 

（４）「総コスト」「経費」「財源」について 

ここでは、平成 30年度から令和 2年度までの経費（コスト）と財源を示しています。 

自主防災組織等における防災に係る知識や技術の習得と、救助資器材・食糧等の備蓄の促進

令和２年度
の事業内容

対象 対象数

自主防災組織の資器材の整備費用等に対する補助金を60件交付した。
地域防災計画修正に関する地域懇談会を実施したほか、一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニ
ティ助成事業を活用して、申請のあった自主防災組織に対し、発電機等の購入のための助成を行った。

72組織自主防災組織(地域住民が自主的な防災活動を行う組織)等

目的

③ ①  ②  ④ 
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①「総コスト（千円）」 

平成 30 年度から令和 2年度の各事務事業における人件費を含む事業費を示しています。 

なお、項目ごとに千円未満を四捨五入して千円単位で表示しているため、事業費と人件費

の合計、または各財源の合計が総コストと一致していないことがあります。 

 

②「経費」のうち「事業費」 

原則として、平成 30年度から令和 2年度の各事務事業の決算額と一致します。決算額は千

円未満を四捨五入して千円単位で表示しています。ここでは、常勤職員及び再任用職員の人

件費は含めませんが、嘱託職員の報酬や臨時職員の賃金で予算計上されているものは含まれ

ています。 

 

③「経費」のうち「人件費」 

平成 30 年度から令和 2年度の人件費として、次の式に基づき千円単位で表示しています。 

 

人件費 ＝ 従事職員数（常勤職員）×常勤職員年間平均給与額 ※1 

＋  従事職員数（再任用職員）×再任用職員年間平均給与額 ※2 

※１ 常勤職員年間平均給与額とは、一般行政職の課長補佐以下職員の給与の加重平均 

（手当・共済費を含む各年度決算ベース） 

※２ 再任用職員年間平均給与額とは、31 時間勤務の平均給与額 

（社会保険料を含む各年度決算ベース）  

 

平均給与額について、具体的には次のとおりです。 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

常勤職員年間平均給与額 7,487,000 円 7,615,000 円 7,563,000 円 

再任用職員年間平均給与額 3,594,000 円 3,598,000 円 3,571,000 円 

 

④ 「財源」（「国都支出金」「その他」「一般財源」） 

平成 30 年度から令和 2 年度の事務事業の財源について、「国都支出金」、「その他」、「一般

財源」に分類し、千円単位で表示しています。「国都支出金」、「一般財源」以外の使用料等の

受益者負担金収入並びに地方債収入等は、「その他」に含めています。 

なお、事務事業評価における総コストは人件費も含めているため、決算附属書類の財源額

とは必ずしも一致しません。 
 

財務内容 H30年度 R1年度 R2年度

8,442

4,992

8,142一般財源

300

0 0

その他 500 0

8,2878,453

経
費

事業費

人件費

国都支出金

総コスト（千円） 8,953 8,287

5,026

3,451

財
源

4,012 3,261

4,941

0

千円未満を四捨五入。 

表示は全て千円単位。 

① 

② 

③ 

④ 



15 

 

（５）「職員・再任用（人）」について 

平成 30 年度から令和 2年度の当該事務事業に要した職員・再任用の人数を記しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事務事業における職員数の算出は、次のような方法で行っています。 

 

ⅰ）事務事業に含まれない人員 

課の課長、時間外勤務を行った分は含まれていません。 

 

ⅱ）1人当たりの年間総労働時間数の算出について 

従事時間数から、常勤・再任用職員の 1 人当たりの年間総労働時間数を除して算出して

います。 

◇常勤職員の１人当たりの年間総労働時間数 

常勤職員 1 人当たり年間総労働時間数を 1,860 時間（7 時間 45 分×5 日×52 週－7 時間

45 分×20日）と算出しています。 

 

◇再任用職員の１人当たりの年間総労働時間数 

再任用職員 1人当たり年間総労働時間数を 1,488 時間（1,860 時間×31 時間÷38時間 45

分）と算出しています。 

 

ⅲ）端数の扱い 

常勤・再任用職員の数をそれぞれ算出する際に、小数点以下第 3 位を四捨五入していま

す。 

 

 

（６）「活動指標」について 

①活動指標とは 

活動指標は、意図している事業の成果は考えず、事業において「何にどれだけ取り組んだ

か」を示すもので、具体的には「講座実施回数」、「ホームページ更新回数」、「施設開館日数」、

「用地購入面積」などです。 

 

 

0.66 0.00 0.66 0.00職員・再任用（人） 0.66 0.00

平成 30 年度 

左→常勤職員 

右→再 任 用 

令和元年度 

左→常勤職員 

右→再 任 用 

令和 2年度 

左→常勤職員 

右→再 任 用 
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②「目標値」「実績値」「達成率」について 

「活動指標」欄においては、事務事業における活動指標を明らかにするとともに、目標値

に対しての実績値・達成率を明らかにします。 

 

 

  

 

 

 

※注① 抑制指標について 

活動指標が、「収集ごみ量」など指標が実績値の低減を目指すものである場合に、各年

度の「目標値」の欄に「抑」と表示しています。 

 

※注② 「評価」について 

「評価」の欄は、各事務事業における目標値に対する達成率に基づいて、次の区分か

ら該当するものを選択して表示しています。 

評価 達成率 

達成 活動指標の達成率が 100％以上である。 

おおむね達成 活動指標の達成率が 75％以上 100％未満である。 

遅れている 活動指標の達成率が 50％以上 75％未満である。 

未達成 活動指標の達成率が 50％未満である。 

 

活動指標に抑制指標を用いた事務事業は、次の基準で評価しています。 

評価 達成率 

達成 活動の実績値が目標値以下である。 

おおむね達成 活動の実績値が目標値を超えているが 25％以下である。 

遅れている 活動の実績値が目標値を超えているが 25％超 50％以下である。 

未達成 活動の実績値が目標値よりも 50％超である。 

 

 

（７）「活動単位コスト」について 

目標を達成するための活動に要したコストを示すものとして「単位あたりコスト」を用いて

おり、具体的には次のとおり算出しています。「単位あたりコスト」を前年度、前々年度と比較

することで、コストの削減状況が確認できます。 

 

58 63 61

件

H30年度 R1年度 R2年度

目標値

達成率（単位） 98.4%

実績値 63 61 60
①

評価
活動指標

活動単位コスト

96.8%

補助金

交付件数

108.6%

おおむね達成

活動指標 

活動指標の単位。

例）人、件 

抑制事業の場合、「抑」と表示。 

※注①参照 

評価は4段階 

※注② 
達成率 

＝実績値÷目標値 

活動単位コスト ＝  総コスト ÷ 活動指標実績値 

各年度における

目標値と実績値 
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※注① 総コストを用いない活動単位コストの算出 

1 つの事務事業の内容が多岐にわたっていて、設定した活動指標に要した経費が当該事務

事業の費用の一部に過ぎない場合、事務事業の総コストではなく、当該活動指標に要した

コストのみを抽出して「活動単位コスト」を算出しています。 

 

※注② 単位あたりコストの「効率性」について 

この欄は次の判断基準に基づいて、該当するものを表示しています。 

評価基準 説明 

（効率性が）上がった 単位あたりコストが、前年度比 5％以上縮減している。 

（効率性が）変わらず 「上がった」もしくは「下がった」以外（増減率が 5％未満の範囲内） 

（効率性が）下がった 単位あたりコストが、前年度比 5％以上増大している。 

 

 

（８）「令和 3年度の予算・事業」について 

ここでは、令和 2年度の事業内容に対して、令和 3年度の予算（当初予算から第 1～4号補正

予算まで）や執行体制などの動向を示します。 

 

 

 

 

 

※注 令和 3年度の予算・事業の動向（当初予算から第 1～4号補正予算までを含む） 

令和 3年度の事業の動向を、次の基準によって該当するものを選択し表示しています。 

動向 基準 備考 

拡大 予算の増加、あるいは事業規模を拡大する場合。 実施回数、設置数の増など 

改善 
予算、事業量ともに前年度水準だが、効果を高め

るために取組み方法や執行体制を見直す場合。 

実施時期の変更、設置機種の変更、

委託先の変更など 

維持 前年度とほぼ同じ内容で実施する場合。  

縮小 予算の減少、あるいは事業規模が縮小する場合。 実施回数の減、開催時間の短縮など 

廃止 事業を廃止または中止、終了する場合。  

* 123 * 126 * 127

1.0%増減率 － 2.3%

効率性千円
②

単位あたり

コスト 変わらず

令和３年度の
予算・事業

維持

経費を一部抽出してコストを算出 

したときは「*」が表示されます。 

→ 注①参照 

事業の効率性は注②参照。 

   Ｈ30   Ｒ１    Ｒ２ 

 

令和 3年度の予算・事業の動向を

表示。※注参照 

左の欄が「維持」以外のとき、

その内容を表示。 
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